
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年度予算の概算要求基準に当たっての基本的な方針について 
 
 
 
 
 
 
 
 

麻生議員提出資料 

平成 25 年８月２日 

資料４ 



地方交付税
交付金等 年金・医療等 裁量的経費 義務的経費 

自然増 ○兆円 

▲○％ 

25年度予算額 
70.4兆円 

16.4兆円 28.4兆円 13.2兆円 12.3兆円 

（予算編成過程において検討） 

要望（要望基礎額の○％） 

優先課題の推進 

要望基礎額 

税収等の動向を 
踏まえて措置 

 
（要求とともに要望を行い、 

予算編成過程において検討） 

税制抜本改革 
に伴う 

社会保障の充実 

平成２６年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について 

施策・制度の抜本的見直しなどを通じて財源捻出 

※１ 地方交付税交付金等については、「中期財政計画」との整合性に留意しつつ要求。義務的経費については、参院選挙経費の減など
の特殊要因については加減算。東日本大震災復興特別会計への繰入は、既定の方針に従って所要額を要求。 

※２ 税制抜本改革法に基づく消費税率の引上げは附則18条に則って判断することとなっている。 

※２ 
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